
議案第４号

令 和 ３ 年 度 八 街 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ５ 号 ）



議案第４号

令和３年度八街市一般会計補正予算（第５号）

令和３年度八街市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ536,492千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ23,306,587千円とする。
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。
（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。
（地方債の補正）

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。

令和３年８月３１日提出

八 街 市 長 北 村 新 司
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千円 

（注）　各事項名に付されている番号は、債務負担行為の管理上の番号である。

令和３年度から
令和８年度まで

16,950(11)　小中学校図書館システムの賃借

第２表　債務負担行為補正

　１　追加

事　　　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額
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限度額

千円 

限 度 額 起債の方法 限 度 額 利　　率 償還の方法

千円 千円 

償還の方法

第３表　地方債補正

　１　追加

起債の目的 起債の方法 利　　率

償還の方法 起債の方法

 普通貸借又は証券発行

5.0％以内(ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後の利
率)

政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。ただし、市
財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は繰上償還もしくは低
利に借換えすることができる。

補正前
に同じ

1,150,000 975,600

市営住宅整備事業 10,200

臨時財政対策債
普通貸借
又　は

証券発行

5.0％以内(ただし、利
率見直し方式で借り入
れる資金について、利
率の見直しを行った後
においては、当該見直
し後の利率)

政府資金については、そ
の融資条件により、銀行
その他の場合にはその債
権者と協定するものによ
る。ただし、市財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利に借
換えすることができる。

補正前
に同じ

補正前
に同じ

　２　変更

起 債 の 目 的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

利　　率
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令 和 ３ 年 度

八 街 市 一 般 会 計 補 正 予 算 ( 第 ５ 号 ) に 関 す る 説 明 書
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減収補填特別交付金
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減収補填特別交付金
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注（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

比 較 0 △ 443 △ 6,663 △ 4,834

補 正 後 1,083 68,308 545,801 351,042

補 正 前 1,083 68,751 552,464 355,876

区 分
日直手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

△ 2,442 414 0 △ 503 0 1,655

補 正 前 45,918 40,013 99,759 35,808 300

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区 分
扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務 住居手当

（千円）

補 正 後 43,476 40,427 99,759 35,305 300 25,690

（千円） （千円） （千円） （千円）   手当   (千円）

24,035

比 較

比 較
( 3 )

1,923 △ 5,437 △ 12,816 △ 16,330 △ 1,141 △ 17,471
4

補 正 前
( 256 )

223,452 2,202,315 1,224,007 3,649,774 717,024 4,366,798
584

補 正 後
( 259 )

225,375 2,196,878 1,211,191 3,633,444 715,883 4,349,327
588

給　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

１　一　　般　　職

　（１）総　　　括

区 分
職員数

給　　　　　　与　　　　　　費
共済費 合　計

備　　　考報　酬

（千円） （千円）
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注（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

比 較 0 △ 443 △ 6,805 △ 4,834

補 正 後 1,083 64,627 479,661 351,042

補 正 前 1,083 65,070 486,466 355,876

区 分
日直手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

△ 2,442 414 0 △ 503 0 1,655

補 正 前 45,918 36,788 97,334 35,808 300

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区 分
扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務 住居手当

（千円）

補 正 後 43,476 37,202 97,334 35,305 300 25,690

（千円） （千円） （千円） （千円）    手当 (千円）

24,035

比 較

比 較
( 0 )

△ 5,437 △ 12,958 △ 18,395 △ 1,488 △ 19,883
4

532

補 正 前
( 36 )

2,079,765 1,148,678 3,228,443 660,752 3,889,195
528

補 正 後
( 36 )

2,074,328 1,135,720 3,210,048 659,264 3,869,312

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区 分
職員数

給　　　　　　与　　　　　　費
共済費 合　計

備　　　考報　酬 給　料 職員手当 計

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（千円）
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注（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

補 正 前 3,225 2,425 3,681 65,998

比 較 0 0 0 142

職
員
手
当
の
内
訳

補 正 後 3,225 2,425 3,681 66,140

0

区 分
通勤手当 時間外勤務手当 地域手当 期末手当

（千円） （千円）

比 較
( 3 )

1,923 0 142 2,065 347 2,412

（千円） （千円）

56

補 正 前
( 220 )

223,452 122,550 75,329 421,331 56,272 477,603
56

補 正 後
( 223 )

225,375 122,550 75,471 423,396 56,619 480,015

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区 分
職員数

給　　　　　　与　　　　　　費
共済費 合　計

備　　　考報　酬 給　料 職員手当 計

　イ　会計年度任用職員

（千円）
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職員手当 △ 12,958

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

△ 12,958 人事異動等に伴う減

そ の 他 の
増 減 分

△ 5,437 人事異動等に伴う減

給　　料 △ 5,437

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

昇 給 に
伴 う 増 加 分

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分
増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　明 備　　　考
　　　（千円） 　　　　　　　　　（千円）
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現在

現在

大 学 卒 182,200 － 182,200 －

技能労務職（円）

高 校 卒 154,900 147,900 150,600 147,900

平 均 年 齢 （歳） 43.9 55.6

　　イ　初　任　給

区 分 行　政　職（円） 技能労務職（円）
国の制度

行　政　職（円）

平均給料月額 （円） 314,429 248,458

令和2年8月1日 平均給与月額 （円） 345,889 261,973

令和3年8月1日 平均給与月額 （円） 340,642 255,356

平 均 年 齢 （歳） 43.6 56.6

　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

区　　　　　　分 行　政　職 技能労務職

平均給料月額 （円） 310,929 242,057
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ウ　級別職員数

注（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

(  100.0  )
計

(  3  ) (  100.0  )
506 100.0 13 100.0

39 7.7

２　級
(     ) (     )

86 17.0

76 15.0

４　級
(     ) (     )

82 16.2

108 21.3

６　級
(     ) (     )

１　級
(     ) (     )

75 14.8

(  3  ) (  100.0  )
29 5.7 0 0.0

(     ) (     )
11 2.2 13 100.0

令和2年8月1日 現在

８　級
(     ) (     )

３　級

７　級
(     ) (     )

２　級

５　級
(     ) (     )

３　級
(  30  ) (  100.0  )

１　級
(     ) (     )

計
(  30  )

１　級
(     ) (     )

(  3  ) (  100.0  )
519 100.0 12 100.0

55 10.6

計
(  33  ) (  100.0  )

計

２　級
(     ) (     )

65 12.5

３　級
(  33  ) (  100.0  )

84 16.2

４　級
(     ) (     )

80 15.4

83 16.0

５　級
(     ) (     )

31 6.0 0 0.0

６　級
(     ) (     )

１　級
(     ) (     )

112 21.6

令和3年8月1日 現在

８　級
(     ) (     )

３　級
(     ) (     )

（人） 構　成　比 (％) 級 職　員　数 （人）

9 1.7 12 100.0

７　級
(     ) (     )

２　級
(  4  ) (  100.0  )

区         分
行 政 職 技 能 労 務 職

級 職　員　数 構　成　比 (％)
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（級別の基準となる職務）

１ 級 主事補、技師補、保育士、教諭

３ 級
主任主事、主任技師、主任保育士、主任保健師、
主任教諭

２ 級 主事、技師、保育士、教諭

５ 級 主査、園長

４ 級 主査補、副園長、教頭、主任保育士、主任教諭

６ 級 主幹、園長、所長、副主幹、安全安心担当官、指導主事 １ 級

　　　 区　分
　級

行 政 職
　　　 区　分
　級

技 能 労 務 職

８ 級 部長、会計管理者、教育次長、事務局長、参事 ３ 級 　主任調理員、用務員、主任技師

７ 級 課長、事務局長、館長、主幹、危機管理監 ２ 級 　調理員、用務員、技師
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エ　昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

注（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

国 の 制 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.225 2.225 4.45

補 正 前
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.225 2.225 4.45

補 正 後
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.225 2.225 4.45

　　オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　考

６月（月分） １２月（月分） 計（月分）

比 較 （Ｂ）/（Ａ） 93 93 81

８号給

３号給 6 6

４号給 425 419 6

補
正
前

職 員 数 （Ａ） 553 537 16

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 514 501 13

昇 給 数 別 内 訳

１号給 83 76 7

２号給

６号給

比 較 （Ｂ）/（Ａ） 84 84 69

８号給

３号給 10 10

４号給 401 395 6

補
正
後

職 員 数 （Ａ） 568 552 16

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 477 466 11

昇 給 数 別 内 訳

１号給 63 58 5

２号給 3 3

６号給

区 分 合　計
代表的な職種

行　政　職 技能労務職
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　キ　地域手当

　　ク　その他の手当

通 勤 手 当 同 －

扶 養 手 当 同 －

住 居 手 当 同 －

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 ( ％ )

3

区 分 国の制度との異同 差異の内容

支 給 率 ( ％ ) 3

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 ) 624 フルタイム会計年度任用職員を含む。

特 例 措 置

(２％～４５％加算)

支 給 対 象 地 域 全　域 備　考

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

備　　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

特 例 措 置

(２％～２０％加算)

区　　分
２０年勤続
の者(月分)

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
　(月分)

その他の加算措置等
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(単位：千円)

国県支出金 地方債 その他

0 0 16,950

金　　額
特　　定　　財　　源

一般財源

16,950 0 小中学校図書館システムの賃借 16,950
令和３年度から
令和８年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事　　　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支出額 当該年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間 金　　額 期　　間
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(単位：千円)

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

１　普　　通　　債 6,891,319 7,014,212 1,164,500 819,443 7,359,269

(5) 土 木 2,354,875 2,379,515 565,800 281,568 2,663,747

２　災 害 復 旧 債 88,717 139,404 2,517 136,887

３　そ　　の　　他 11,208,105 10,959,704 1,022,700 1,034,875 10,947,529

(3) 臨時財政対策債 10,803,450 10,532,913 975,600 963,733 10,544,780

　　合　　　　　計 18,188,140 18,113,319 2,187,200 1,856,836 18,443,683

注 (1) ｢１普通債｣の当該年度中起債見込額は、前年度繰越事業費繰越財源434,600千円を含む。

   (2) 表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

地方債の前々年度末及び前年度末における現在 高並 びに

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高
当該年度中増減見込額

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額
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